
    ③  所得階層別
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 軽減税率適用法人  A

 その他            B

 軽減税率適用法人  E 182 140 72,133 28 173,322 11 96,293 97 2,511,220 36 2,469,386 31 8,818,652 7 11,137,292 532 25,278,298

 その他            F 78 32 21,343 11 62,702 3 28,277 50 1,303,818 49 3,707,274 125 40,177,651 27 102,492,733 375 147,793,798

7,943 9,386 4,665,031 916 5,211,384 255 2,274,295 1,157 25,215,368 163 10,993,984 116 25,170,171 2 3,900,304 19,938 77,430,537

8,203 9,558 4,758,507 955 5,447,408 269 2,398,865 1,304 29,030,406 248 17,170,644 272 74,166,474 36 117,530,329 20,845 250,502,633

8,203 9,558 4,758,507 955 5,447,408 269 2,398,865 1,304 29,030,406 248 17,170,644 272 74,166,474 36 117,530,329 20,845 250,502,633

 (注) １  所得金額欄は、令和2年度において確定した普通法人に係る法人の事業税額に対応する所得金額（清算法人、法第72条の2第1項第2号及び第3号に掲げる事業のみを行う法人を除く）のうち

　　　　現事業年度分について作成した。

      ２  軽減税率適用法人については、所得金額の総額によって区分した。

      ３  事業年度が年２回の法人の所得の区分については、「年所得400万円以下」欄には200万円以下のものを記載し、以下の所得区分についても同様に記載した。。

      ４  分割法人については、主たる事務所又は事業所が香川県に所在するもののみについて、所得金額の総額を記載した。
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合    計年所得400万円以下
年所得400万円超
800万円以下

年所得800万円超
1,000万円以下

年所得1,000万円超
5,000万円以下

年所得5,000万円超
1億円以下

年所得1億円超
10億円以下

年所得10億円超


